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１．はじめに  

 鉄道はさまざまな地形条件の中を走っている．降雨等に対しても列車の安全輸送を確保するため，検査員に

よる沿線斜面の定期的な検査，災害発生要注意箇所の監視をより適切に行なっている．今回，現場での検査

員による適切な検査・監視を支援するために，IT 技術を活用した簡易型災害発生検知装置と災害発生要注意

箇所監視方法を組み合わせた土木検査システムの概要について報告する． 

２．簡易型災害発生検知装置の開発 

 沿線斜面の検査により，土砂崩壊や土石流発生の恐れのある箇所を発見した場合には，対策工事の実施ま

での間，その災害発生の予兆を的確に把握する必要がある．しかし，山間部を走る鉄道沿線の場合，人力に

よる目視検査では異常ではないものの検査員の勘により気になる箇所に対して，災害発生頻度は極めて少な

いのが一般的である．そこで，災害発生の予兆となる事象を確実に捉え，簡易に遠隔までその情報を知らせ

る安価な災害発生検知装置を開発することとした． 
開発した装置（Centyan：㈱共和電業と共同開発，特許出願中）は①センサー部（複数設置），②警報器（１

基）から構成される．災害発生検知情報は，図-１に示すように，斜面が傾く（土塊が動く）→センサー部が

傾き，内部の金属球が移動することにより通電（検知）→検知情報を無線にて発信→警報通報器により検知情

報を集約→複数の携帯電話に検知情報のメール送信，という流れで遠隔まで伝達される．センサー部からの

情報伝送は無線を活用しているため

斜面上における面倒な配線が必要な

い上，いざ検知するまで電気を使わ

ない構造によりセンサー部電源は市

販の乾電池で賄うことができるよう

にした．また，センサー部の仕様決

定にあたっては，多数配置すること

を考慮し「安価であること」を最優先

することとし，cm のオーダーでの傾

斜検知を可能とした極めてシンプルな

構造を採用した． 
図-２に示すように，傾斜を検知す

るその使い方を現場状況に応じて変化

させることで，沿線で考えられる様々

な災害発生検知にも適用できることを，

実斜面にて模擬的に行った繰り返し試

験により確認した（図-３）．また、セ

ンサー内部に乱数制御器を設け、検知

情報を流し続けるのではなく断続的に無線発信させることにより、センサー部を複数設置した場合に発生する 
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   図-２ 装置の適用例 
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図-３ 検証試験の状況 
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図-１ 検知装置の概要と災害発生検知情報の流れ 
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無線干渉の影響を取り除くことができた． 
災害発生から列車の安全輸送を確保していくために必要な的確な検査・監視において、手軽に使える補助

装置として普及が期待されるところである． 

３．災害発生要注意箇所監視方法の開発  

２に示した装置のように災害発生を検知する

だけでなく，災害発生が気になる箇所の予兆監

視手法として画像を活用するとより効果的な場

合も多い．画像は現地の詳細な情報がつかみや

すい反面，比較的大掛かりな設備，多大なる費

用および設置手間を必要とする場合が多い．そ

こで，その問題点を克服すべく，近年進歩の著

しい IT 技術のひとつ「SS 無線（Spectrum 

Spread）」の活用を検討することとした（図-４）．

SS 無線とは情報を広く薄く拡散させて伝送する

無線方式で，2.4GHz の周波数帯を活用する小電力無線のため免許が不

要で手軽な利用が可能である．沿線での設置・撤去等，その利用をより

簡易に行うことができるよう機器改良を行うこととした（図-５）． 
改良した監視装置（松下電器産業㈱と共同開発，特許出願中）の検証

試験を実際の線路沿線にて行った結果，無線器相互間の距離 700m 程度

の見通しが利く範囲において，画像送受信を問題なく行うことができる

ことを確認した（多段中継可）．また，画像だけでなく，２で示したセ

ンサーからの接点情報や雨量・水位等の連続計測データも同時に伝送で

きることも確認したほか，図-６に示すように，

要注意箇所ごとに無線器設置ポイントを地図

上にて事前に定めておくことで，より安価か

つ効果的な監視手法となり得ることを確認し

た． 
監視箇所が多いながらも人員を配置しにく

い在来線山間線区などでの沿線監視，ならび

に災害発生時における現地情報伝送において

活躍が期待されるところである． 
４．まとめ  

災害発生要注意箇所におけるより的確な検

査・監視を支援するために，現場で簡易に利

用可能な検知装置・監視方法を開発した．線

区ごとに異なる沿線斜面保守の実情を踏まえ引き続き改良を加えていき，山間部における新たな土木検査シ

ステムの構築に繋げていきたい． 

５．おわりに  

本稿にて紹介した装置の開発を進めるにあたり，共同開発を行った㈱共和電業ならびに松下電器産業㈱の

関係者の皆様には多大なるご協力を頂き，ここに感謝の意を表する． 

 

 

 

 

 

 

   図-４ ＳＳ無線を活用した画像監視のイメージ 
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  図-５ 監視装置の利用方法    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図-６ 無線器設置地図例 
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